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I は じ め に

1．本研究の目的

本稿は，中山間地域の限界集落における耕作放棄

地の拡大とその要因について，各農家の農業経営に

おける意思決定に注目し，背景となる社会変化との

関わりを踏まえて明らかにすることを目的とする．

日本の中山間地域は，平地との生産性の格差など

によって農業における条件不利地域として長い間位

置づけられてきた．実際に，中山間地域における耕

作放棄地は急速に拡大しており，その問題は深刻化

している．さらに近年，高齢化が進行して 65 歳以

上人口が総人口の半数以上を占めるいわゆる限界集

落が注目を集めている．限界集落という用語の使用

に関しては批判もある．しかし，深刻化する農村の

現状について問題提起するという点で有効であり，

用語としての定着度も高い 1）ことから，本稿ではこ

の表現を使用する．限界集落化による共同体として

の機能の弱体化が指摘されており 2），それが農業の

持続性に与える影響も大きいと考えられる．

一方で，1990 年代以降には中山間地域の持つ国土

の保全，水源の涵養，良質な景観といった多面的機

能が注目されるようになり，2000 年からはそうした

多面的機能の保全を目的とした中山間地域等直接支

払制度 3）（以下では直接支払制度と記す）が導入さ

れている．それにもかかわらず耕作放棄地の拡大と

限界集落化が深刻化している状況を鑑みると，これ

ら二つの問題の実態を明らかにし，その関係性を検

討する必要があろう．

このような中山間地域における耕作放棄を扱った

研究は，地理学においても数多く行われてきた．戦

後に限定すると，まず高度経済成長期において坂口

（1966）および篠原（1969）は，挙家離村による急

速な人口減少が 1960 年代に発生し，集落の廃村化

につながった過程を明らかにし，それにともなう耕

作放棄の発生も指摘した．有薗（1974）は，農業的

土地利用がより粗放的な土地利用と競合する不耕作

地帯を耕境と定義し，耕作放棄による耕地の後退の

理由として優良耕地の選択的利用，扶養人口の減少

とともに，水稲の生産調整を指摘した．さらに，急

激な人口流出によって高齢化が顕著に進行した農村

について，耕作放棄を防止する農業維持のメカニズ

— —588

熊本県水俣市の限界集落における耕作放棄地の拡大とその要因

寺床幸雄（九州大学大学院生）

本研究では，中山間地域の限界集落における耕作放棄地の拡大とその要因について，各農家の農業経営にお
ける意思決定に注目し，背景となる社会変化を踏まえて明らかにした．さらに，中山間地域等直接支払制度の
有効性についても検討した．農業経営と土地利用の変化に注目すると，対象地域の農業は二つの時期に区分で
きた．第 1 期の 1980 年代までは，生産調整や機械化にともない，耕地跡への植林が進行した．第 2 期の 1990
年代以降においては，主たる農業従事者の引退が発生し，それにともなって耕作放棄地が急速に拡大した．耕
地の貸借が行われるようになったものの，耕作放棄を十分に抑制するまでには至っていない．中山間地域等直
接支払制度は，農業の持続にある程度の役割を果たしていたが，指定基準の問題など，改善すべき課題も明ら
かとなった．
キーワード：耕作放棄地，中山間地域，限界集落，中山間地域等直接支払制度，農家の意思決定，水俣市

地理学評論　82–6 588–603 2009



ムを検討したものとして荒木（1992）が挙げられる．

そこでは農業労働力の分担が，①兼業同居後継者，

②他出していながら農繁期に帰村して営農する「週

末農民」，③作業委託や請負耕作という三つのタイ

プに分類されている．以上のように，これらの研究

は過疎化や高齢化などの進行を理解する指標として

耕作放棄を用いており，耕作放棄そのものを対象と

した研究ではなかった．

耕作放棄地そのものを対象とする研究が増加した

のは，耕作放棄地の拡大が問題として表面化した

1990 年代以降である．たとえば集約的農業地域の形

成による不耕作農地 4）の発生を研究したものとして

森本（1991，1993），広域的スケールの研究として

長崎県を事例とした高橋（2000），関東地方を事例

とした森本（2007）などが挙げられる．不耕作農地

の形成に関する研究の成果と課題を展望した森本

（2003）5）が，「不耕作農地の直接的な要因の基盤に

は，経済・社会の都市化・工業化がある」とまとめ

ているように，これらの研究は都市化との関連でな

されたものが多く，中山間地域を扱ったものは少な

かったといえる．

一方で，農学の分野では中山間地域の耕作放棄お

よび集落の存立に関して多くの研究が蓄積されてい

る．たとえば，集落の消滅に関して橋詰（2004）は，

1990 年から 2000 年の農業集落の消滅を農家点在地

化によるものであったと結論づけ，集落の存立のた

めに農家戸数 5 戸程度の確保が必要であるとした．

生産調整と耕作放棄との関わりについては武内

（2005）が，水田率や 1 戸当たり水田面積などを指

標として分析を行い，地域性を無視した一律な生産

調整の弊害を指摘した．しかしながら，これらの研

究は農業・農村を主に計量的な視点から把握するに

とどまっており，中山間地域の抱える問題を明らか

にするには詳細なフィールドワークに基づく分析の

蓄積が必要である．

その意味では，地理学における高田（2007）の研

究は，山間部の耕作放棄に関する詳細な検討を行っ

たものとして評価できる．そこでは，耕作放棄地は

等級の低い耕地に集中していたことが明らかにされ，

放棄の背景として農業労働力の弱体化や直接支払制

度との関わりなどが指摘された．しかし，高田

（2007）の分析は耕作放棄と限界集落化とのかかわ

りを明らかにする視点からは行われておらず，中山

間地域の抱える課題を十分にとらえているとは言い

がたい．二つの問題の関係を検討するためには，各

世帯の農業経営における意思決定に注目し，時代背

景との関わりから耕作放棄地の拡大をとらえるアプ

ローチが有効であろう．さらに，耕作放棄地問題へ

の対策として導入された直接支払制度についても，

現地調査に基づく有効性の検討が蓄積されねばなら

ない．

そこで本稿は，中山間地域の限界集落における耕

作放棄地の拡大とその要因について，各農家の農業

経営における意思決定に注目し，背景となる社会変

化との関わりを踏まえて明らかにするとともに，上

述した直接支払制度の現地での成果と課題について

も検討したい．そうすることで本研究は，限界集落

化との関係性という新たな視点から中山間地域の抱

える問題を詳細に検討するという点で，地理学にお

ける重要な研究蓄積の一部をなすと考えている．

本論文の構成は以下の通りである．まず II で対象

地域における土地利用の変化の時期的特徴を把握す

る．III では，II で明らかにした結果をもとに農家の

経営選択と耕作放棄地形成のメカニズムとの関わり

を検討する．また，直接支払制度の現地での実施状

況についても述べる．IV では耕作放棄地形成のメカ

ニズムについて時代背景を踏まえてまとめ，耕作放

棄と限界集落化との関係を明らかにし，直接支払制

度の課題についても検討する．最後に V においては

論文全体を総括し，今後の研究課題をまとめる．

なお，本研究における耕作放棄地の定義は，原則

として農林業センサスの定義と同じである．ただし，
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図 1 九州における市区町村別耕作放棄地率（2005 年）および対象地域の位置．
太枠で囲んだ範囲（農業集落 A）が図 4 および図 5 の範囲と対応している．

（農林業センサスにより作成）．
Fig. 1 Ratio of abandoned cultivated land to total cultivated land in Kyushu

district by municipality, 2005, and location of the study area



統計上では自己保全や休耕地として扱われている場

合も，土地利用の現状と聞取りにより筆者が耕作放

棄地と判断したものは含めた．これについては高田

（2007）と同じ定義である 6）．

2．対象地域の概要

対象地域としては，日本の縁辺部に位置して山間

部に限界集落が多く見られる九州地方から選定する

こととし，2005 年の耕作放棄地率を把握した（図

1）．九州地方では西側の市町村一帯や大分県の東部

などで高い値を示しており，30% を超える市町村も

存在する．本稿では，放棄地率が特に高い値を示す

市町村内の山間部に位置する限界集落を選定した．

選定した対象地域は熊本県水俣市の東部に位置す

る農業集落 A である 7）．この集落はその南に位置す

る農業集落 B とともに X 地区を構成している．X 地

区は市街地から 17 km 離れた山間部に位置し，2005

年現在では住民の 52.6% が 65 歳以上の高齢者で

（図 2），いわゆる限界集落である．X 地区は高度経

済成長期に大きな人口流出を経験し，人口は 1960

年の 3 分の 1 を下回っており，少子高齢化が急速に

進行している．X 地区内では，特に農業集落 A にお

いて放棄地の形成が顕著である（表 1）．さらに，地

形条件を見ると，農業集落 A は半径約 2 km の範囲

で標高分布が 350 m から 600 m と，非常に高低差が

大きい．よって，山間部の限界集落を対象とする本

研究に適した事例である．また，表 1 から放棄され

た耕地は以前が田であるものが大部分を占めている

ことがわかり，集落内の耕地もほとんどが田である．

そこで本稿では，この地域における土地利用につい

て，田に注目して検討を行うことにする．

調査対象としたのは不在村世帯を含む農業集落 A

の 34 世帯であり，それぞれについて世帯員の構成や

耕作の現況などを把握した（表 2）8）．それぞれの世

帯の家屋の位置は図 3 ・図 4 に示す．これらの世帯

のうち，他出や死亡により空き家となったものが 4

世帯存在した．さらに表 2 を見ると，2007 年現在で

耕作を完全に放棄していた世帯が 17 戸と半数に及

び，耕作放棄が進行していた．耕作を継続していた

世帯の多くは，世帯外からの援農を受けていた．こ

れは主に集落内あるいは他出した集落外の親類によ

るものであった．
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図 2 X 地区における総人口および年齢（三区分）
別人口比率の推移（1960–2005 年）．

1960 年の人口比率はデータなし．
（国勢調査により作成）．

Fig. 2 Changes in the number of population and
ratio of population by age (three groups)
in area X, 1960–2005

表 1 X 地区における耕作放棄地面積の推移
（1980–2000 年）

Table 1 Changes in area of abandoned cultivated
land in area X, 1980–2000

年 農業集落 A 農業集落 B 計

1980 5 34 39
1985 6 16 22
1990 98 75 173
1995 130 (128) 36 (36) 166 (164)
2000 113 (111) 59 (59) 172 (170)

括弧内の数値は放棄以前に田であったものの面積を示す．
（農業集落カードにより作成）．
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表 2 対象地域における農家の世帯員と耕地利用（2007）および過去の耕地利用
Table 2 Members of farm households and use of cultivated land in 2007, and use of 

cultivated land in the past in the study area

2007 年の耕地利用

世帯
在村・

トラ 援農の
稲作付面積

世帯員の構成 不在の （1974 年）
稲作付面積

耕作放棄地
転作面積 植林面積番号

別
クター 有無

(a) 不作付地
(a)

(a)
(a) (a)

1 M72 F70 ○ 60.3 52.0 0.0 8.3 0.0
2 M58 ○ ◎ 45.1 (16.2) 16.6 12.4 0.0 0.0
3 F81 M58 ○ ◎ 39.0 26.1 12.9 0.0 0.0
4 ● 25.2 0.0 0.0 0.0 25.2
5 M68 F69 ○ ◎ ◎ 78.6 40.4 23.1 15.8 0.0
6 F(入院） ○ 33.4 6.6 26.8 0.0 0.0
7 M58 F52 M32 ○ 33.9 19.3 (6.1) 13.9 0.0 6.8
8 M76 F73 ○ ◎ 33.7 15.0 5.7 3.0 10.0
9 M77(入院) F76 ○ ◎ ◎ 52.8 49.1 0.0 3.0 0.0

10 M83 F82 ○ 28.7 0.0 28.7 0.0 0.0
11 F75 ○ ◎ 37.5 1.5 27.0 9.0 0.0
12 ● 20.3 0.0 7.7 0.0 3.0
13 F78 M56 F52 ○ ◎ ◎ 37.2 18.3 1.7 1.2 22.3
14 M74 F76 M54 F53 M29 ○ ◎ 35.8 17.1 (5.1) 0.0 22.3 0.0
15 M58 F43 ○ 22.4 (11.8) 0.0 10.6 0.0 6.8
16 M62 F62 ○ ◎ ◎ 27.6 33.7 (9.0) 2.9 0.0 0.0
17 M62 F60 M18 M17 ○ ◎ 25.0 21.6 (11.5) 0.0 0.0 14.9
18 M58 ○ 28.0 0.0 9.0 0.0 19.0
19 F82 ○ 7.9 0.0 7.9 0.0 0.0
20 F84 ○ 17.9 0.0 0.0 0.0 28.0
21 M84 F82 M42 F56 ○ 18.5 0.0 18.5 0.0 0.0
22 F72 ○ 19.0 0.0 19.0 0.0 0.0
23 F71 ○ — 0.0 27.6 0.0 0.0
24 M71 M35 ○ 37.5 0.0 0.0 0.0 37.5
25 F81 ○ 45.4 0.0 29.9 0.0 23.4
26 M55（入院） ○ — 0.0 16.0 0.0 52.5
27 ● — 0.0 11.4 0.0 41.0
28 M64 ○ — 13.7 27.1 7.2 37.3
29 M75 F68 ○ ◎ — 29.7 (—) 0.0 0.0 0.0
30 ● — 0.0 0.0 0.0 28.4
31 M73 F69 ○ 20.9 33.1 (22.9) 0.0 1.2 19.8
32 M53 F49 F23 F16 ○ ◎ 48.1 28.9 0.0 19.2 0.0
33 F81 ○ 51.8 0.0 17.3 0.0 34.5
34 F78 ○ 6.5 0.0 0.0 6.5 0.0

世帯員の構成： M は男性，F は女性，数値は調査時点での年齢を示す．
在村・不在の別：在村世帯には○，不在世帯には●を付した．
トラクター：調査時点で所有している世帯に◎を付した．
援農の有無：調査時点で世帯外の他出者の援農がある場合に◎を付した．
「—」は数値不明，括弧内の数値は借地面積を内数で示す．
アミがけは 2007 年時点で稲の作付けを完全に放棄していたことを示す．

（聞取りおよび農家台帳により作成）．



II 土地利用から見た時期区分とそれぞれの特徴

現地調査により，対象地域における土地利用の変

化を一筆ごとに把握した（表 3）9）．対象地域におい

ては 1980 年代までに転作や植林が進行し，耕作放

棄地はそれほど多くなかったものの，1990 年以降に

耕作放棄地が拡大したことがわかる．この差異を考

慮して，転作や転用などによって耕作放棄が抑制さ

れていた 1990 年までを第 1 期，それ以降を第 2 期

と分けることにした．

1．第 1 期（1980 年代以前）における転作と転用

の進行

1970 年代から 1980 年代にかけては，耕地跡への

植林が急速に進行した．1990 年において植林されて

いた耕地の割合は 28% にものぼる．さらに，この時

期には稲作からの転作が多く見られた．耕作放棄地

は 13% で，植林地に比べるとそれほど顕著には形成

されていなかった．

第 1 期に進行した農業経営の変化を把握するため，

1990 年における土地利用の状況を示す（図 3）10）．

まずコメの生産調整への農家の対応について見ると，

対応を迫られたのは主に経営規模の比較的大きな農

家であった．たとえば，世帯 5 は面積の小さい耕地

から選択してナタネに転作し，近年まで継続して栽

培を行っていた．他にも生産調整による転作はいく

つかの世帯が行い，牧草やソバの栽培を行ったりし

たものの，数年で終了してその後は耕作放棄地にし

た場合が見られた．

また，生産調整と同時期に花き栽培を開始した事
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図 3 対象地域における土地利用（1990 年）
（聞取りにより作成）．

Fig. 3 Land use in the study area, 1990



例が 2 世帯存在した．世帯 14 は，市内の農家で結

成した「菊部会」に参加して，初期には露地で，後

にはビニールハウスを用いてさまざまな花きを栽培

した．調査時には他の世帯が耕作放棄した耕地も借

り受けて栽培を行っていた．世帯 9 は，第一世代の

男性が入院するまで花き栽培を継続していた．その

際には，連作障害を避けるため近接する耕地で 1 ha

ずつ輪作を行っていたそうである．花き栽培を中止

した後は，再び稲作のみの経営を行っていた．これ

らは積極的な耕地利用を行っていた点では注目に値

するものの，このような意思決定は地域全体におい

てはまれであった．
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図 4 対象地域における土地利用（2007 年 10 月）
（現地調査および聞取りにより作成）．

Fig. 4 Land use in the study area, October 2007

表 3 対象地域における水田利用の変化（1980–2007 年）
Table 3 Changes in use of rice fields in the study area, 1980–2007

（筆）

年 耕作継続 転作・転用 植林 耕作放棄 不明 計

1980 648 20 138 25 44 875
1990 408 (▲ 240) 42 (+22) 246 (+108) 113 (+ 88) 66 875
2000 262 (▲ 146) 61 (+19) 261 (+ 15) 206 (+ 93) 85 875
2007 187 (▲ 75) 75 (+14) 280 (+ 19) 333 (+127) 0 875

括弧内は対前年次増減（+ は増加，▲は減少）を示す．
（現地調査および聞取りにより作成）．
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転作を行わなかった世帯の多くは，第 1 期の生産

調整に対応して水田に植林を行った．図 3 を見ると，

集落の中心部から遠く，山林に隣接した耕地でまと

まった植林が行われたことがわかる．これらの耕地

は農道が狭いなどの理由でアクセスが悪く，機械作

業を行うのが困難な場所が多かった．各世帯におい

て農業機械が導入されたのはこの時期であるため，

農家は機械作業に不便な耕地の耕作を放棄し，植林

を行ったと考えられる．聞取りによると，これらの

耕地は土地の生産性に関しては好条件のものが多

かった 11）．それにもかかわらず放棄したことは，生

産調整と機械化への対応であったと考えてよいであ

ろう．

植林が可能であった背景として，この地域でもと

もと林業が盛んであったことが挙げられる．周辺の

山林一帯はスギの人工林であり，各世帯は山林を所

有している場合が多い．そのため山林を管理する技

術を有した世帯が大半であり，調査時にも X 地区の

林業会社に数世帯が就業していた．よって，山林に

隣接した耕地が耕作放棄された場合，耕地跡には数

年のうちに植林が行われ，林地として管理がなされ

てきた．長島（1996）が指摘するように，耕地群の

一部のみが植林されると周囲の耕地の生産条件を低

下させる可能性がある．対象地域においては，全体

的な協定などはなかったものの，各世帯の植林とい

う意思決定の時期がほぼ重なったため，そのような

問題は発生しなかったと考えられる．

2．第 2 期（1990 年代以降）における耕作放棄地

の急速な拡大

1990 年代になると，耕作放棄地は急速に拡大し，

耕作が継続された耕地は大幅に減少した．2000 年代

以降もこの傾向は継続しており，2007 年では全耕地

の 38% が耕作放棄地となっている．第 1 期に主要

な経営選択であった植林は，第 2 期にはほとんど行

われなかった．

2007 年 10 月の土地利用（図 4）12）を見ると，

1990 年には耕作が継続されていた集落の中心部にお

いても耕作放棄地が拡大したことがわかる．A 集落

の北部では比較的耕作が継続されているものの，南

部では農家の家屋に近い耕地の耕作すら行われてい

ないところが多かった．所有世帯の家屋から近い耕

地については，草刈りなど最低限の管理は行われて

いた．しかし，全体的には管理が行き届かず原野化

した耕地跡が中心的な景観をなしていた．また，世

帯 4 の家屋の北側の耕地群のように，耕作地と耕作

放棄地が混在しているところもあった．この耕地群

において耕作を継続していた世帯 5 は，所有耕地の

中で比較的面積の大きいものに耕作を限定していた．

耕作放棄と農道の条件との関係を見ると，世帯 16

の家屋の東側の耕地群や世帯 23 の家屋の南側の耕

地群などは，傾斜が急でトラクターが通れない狭い

農道に面していた．

こうした急速な耕作放棄地の拡大は，世帯員の高

齢化の進行が大きな要因であると考えられる．一方

で，このような状況に対応するために，第 2 期にお

いて世帯間の耕地の貸借が盛んに行われるように

なった．図 4 においても，数ヵ所で貸借による代理

耕作が行われていたことがわかる．そこで以下では

章を改めて，第 2 期における農家の経営選択をもと

に，限界集落化と耕作放棄との関わりを検討する．

さらに，対象地域における耕地利用の実態と直接支

払制度の有効性の検討を踏まえ，耕作放棄地形成の

メカニズムを明らかにする．

III 農家の経営選択と耕作放棄地形成メカニズム

1．経営選択から見た農家類型と耕作放棄

農業経営の変化を時系列的に把握するために各世

帯への聞取りを行い，経営規模の変化と主たる農業

従事者の引退，耕地貸借の有無に着目して，世帯を

四つに類型化した（図 5）．まず，徐々に稲の作付面

積を縮小しつつ耕作を継続した世帯を類型Ⅰとした．



次に，主たる農業従事者の引退を契機に，経営規模

を大幅に縮小し小規模な農業経営を行った世帯を類

型Ⅱ，稲の作付けをすべて放棄した世帯を類型Ⅲと

した．そして類型Ⅳは，他の世帯の耕地を借り受け

て耕作を行った世帯である．この類型には，近年の

耕作放棄防止について考察する観点から，主に 1990

年代以降に貸借を行った世帯を分類した．まず，1）

でⅠ�Ⅲの類型について説明し，2）で類型Ⅳについ

て説明する．

1）主たる農業従事者の引退時における経営選択

と耕作放棄

類型Ⅰの世帯は第 1 期に植林を行っておらず，所

有耕地が比較的大きいものが多かった（図 5）．これ

らの世帯は，耕地の借受けは行っていなかったもの

の，条件のよい耕地で安定した経営を継続していた

といえる．

主たる農業従事者の引退は，1990 年代以降に集中

していた．機械作業を担っていた主たる農業従事者

が引退すると，各世帯は農業経営の再編を迫られ，

類型Ⅱのように経営規模を大幅に縮小するか，類型

Ⅲのように稲の作付けをすべて放棄した．類型Ⅱと

類型Ⅲを区別したのは，所有者による耕作の継続が

耕地管理などの面で重要になるためである．類型Ⅱ

に該当する世帯は 4 戸であるのに対し，類型Ⅲに該

当する世帯は 10 戸と多かった．

類型Ⅱの世帯は，機械作業を委託することによっ

て自身の耕地での耕作を続け，世帯として完全な耕

作放棄には至らなかった．その際に農作業を支援し

たのは集落内の他世帯であり，主に親類関係による

協力が行われていた 13）．ただ，機械作業を個別の世

帯間で委託する場合には，委託される世帯の耕作に

支障のない範囲での協力になるため，委託する側の

経営規模は縮小せざるを得ない状況であった．

類型Ⅲの世帯の所有耕地は，貸出しにより耕作自

体は継続されている場合もあるものの，多くは耕作

— —596

図 5 類型別にみた農家の農地利用の推移（1971 年
–2007 年）．

各帯は奇数年における農地利用を，帯の高さは農地の面積を示
している．世帯 26 · 27 · 28 · 29 については作成できなかった．
白抜きは不明．

（聞取りにより作成）．
Fig. 5 Changes in agricultural land use in each

farm household by type, 1971–2007



放棄地となるか，植林されて林地となっていた．他

出した世帯員の援農がなかった世帯がほとんどであ

り，支援があった場合も第一世代男性の引退後は耕

作を行わなかった．世帯 25 の例を見ると，第一世

代男性が引退したのちは耕作を行わず，一部を貸し

出してあとは草刈りなどの管理だけを他出した世帯

員が行っていた．機械作業を行う主要な労働力を欠

いた場合，それを補う労働力を確保することは難し

く，営農を継続できなくなる場合が多かったといえ

る 14）．該当する世帯が集落の南部に多かったのは，

世帯員の変化が多く起こったことに加え，農道の条

件が悪い耕地や山林に隣接した耕地などを多く所有

していたためであるとも考えられる．

一方で，世帯 2 と世帯 8 は，労働力の変化 15）を

経験しているにもかかわらず，大幅な経営規模縮小

が生じなかったため，類型Ⅰに分類されている．こ

れらの世帯の耕作継続において重要な役割を果たし

たのは，世帯外からの援農であり，主に親類間の協

力であった．不足した労働力の補完が，経営選択に

おける意思決定を左右していたことがわかる．

2）耕地の貸借と耕作放棄の発生・防止

本項では対象地域における耕地の貸借について，

類型Ⅳの世帯に注目して表 4 をもとに検討する．対

象地域における耕地の貸借は，すべて個別の世帯間

の私的な契約によって行われたもので，文書化した

事例は見られなかった．借地料は発生しておらず，

収穫したコメは，貸付世帯に一部贈与される例が

あったものの，ほとんどはすべて借受世帯の所有に

なっていた．耕地を貸すことで所有者の管理作業が

不要となるため，耕地管理の委託ととらえることも

できる 16）．

貸付の契機ごとに見ると，まず所有者の経営規模

縮小を契機とした貸借は 3 例あり，借受側の理由は

住居への近接あるいは放棄した耕地の代替地の取得

であった．これらの貸借はすべて 1990 年までに始ま

り，1990 年代に終了している．所有者の引退を契機

とした貸借は，1980 年代後半から始まり，11 例の

うち 6 例が調査時も継続されていた．借受側の理由

は親類の耕作放棄にともなう代理耕作が多く，表中

には「親類の労働力補完」として示した．親類同士

でない場合は，放棄された耕地が借受世帯の住居や

耕地に近接している場合に貸借が行われた例が多

かった．また，貸借 No. 5 のように土地を造成する

際の代替地として他世帯の放棄地を借り受けた例や，

貸借 No. 6 のように世帯員増加に対応した経営の拡

大なども見られた．さらに，一度貸借が終了した後

に，別の世帯と再び貸借が行われたものが 6 例存在

した．こうして見ると，所有者が耕作を放棄しても，

他農家にとって好条件の耕地であれば，貸借によっ

て耕作放棄地の形成が抑制されていたことがわかる．

貸借された耕地は，集落の中心部に存在する場合が

ほとんどである．耕作に好条件の耕地では，山林に

囲まれた耕地での植林とは対照的な意思決定がなさ

れたといえる．

さらに，借受の理由として耕作放棄防止が挙げら

れたものが 4 例ある．具体的には，世帯 12 が耕作

を終了した際に世帯 10 が耕作を引き継ぎ（貸借 No.

8），さらに世帯 10 の規模縮小後に世帯 14 が耕作を

引き継いだ（貸借 No. 16）という例が見られた．ま

た，貸借 No. 13 は耕作放棄地の増加を危惧した農

業集落 B の農家が自ら代理耕作を申し入れたもので

ある 17）．貸借 No. 20 は，対象地域から約 6 km 西

にある村おこし施設が，耕作放棄地を復田するため

に行った取組み 18）の成果である．耕作放棄地が拡

大する一方で，近年このような動きが見られるよう

になったことは注目すべきであろう．

ここで留意すべきことは，貸借による耕作がすべ

ての耕地で可能なわけではないという点である．貸

借が継続されていくためには，効率的な作業が必要

となるためである．実際に，耕地を借り受けた世帯

のうち世帯 9，世帯 13，世帯 14，世帯 16，世帯 31

— —597



はトラクターの所有農家であった．貸借によって耕

作放棄地の形成が防止される場合でも，耕作が継続

される耕地は大型の機械が利用可能なところに限定

されていくと考えられる．

以上のように，耕地貸借の活発化は見られるもの

の，対象地域の耕作放棄を十分に抑制できていると

は言いがたい．耕地の貸借が進まない理由として，

集落内における耕地利用の性格との関係を指摘でき

る．そこで以下では，耕地利用の実態を耕作放棄地

との関わりから検討する．

3）耕地利用の個別性と耕作放棄

対象地域における耕作や草刈りといった個々の耕

地の管理は，各世帯の個別の対応に委ねられていた．

この集落では，上水道の共同管理や，耕地への水利

の共同作業などが行われ，集落としてのまとまりは

強いと考えられる．しかし耕作に関しては，あくま

でも個別世帯の作業が基本となり，依頼などがない

かぎり他の世帯の耕地に立ち入ることはない．この

ような性格が，集落における貸借や共同での耕作な

どを生じにくくしていると思われる．
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表 4 対象地域における耕地の貸借
Table 4 Lending and borrowing of cultivated land in the study area

貸借 貸付 借受
貸付の契機 借受の理由 期間 面積（a）

No. 世帯 世帯

1 8 2 経営規模縮小 耕地が借受側の近隣 1967–1985 16.2
2 他 24 経営規模縮小 耕地が借受側の近隣 1986–1995 22.6
3 7 13 経営規模縮小 放棄した耕地の代替 1990–1998 6.0
4 他 31 引退 親類の労働力補完 1987– 継続中 10.5
5 33 9 引退 造成中の代替地 1992–1995 17.3
6 不 13 引退 世帯員の増加 1995– 継続中 7.2
7 25 24 引退 耕地が借受側の近隣 1996–2003 18.6
8 12 10 引退 耕作放棄防止 1997–2000 9.7
9 11 16 引退 親類の労働力補完 1999–2002 6.3

10 11 16 引退 親類の労働力補完 1999– 継続中 9.0
11 他 32 引退 耕地が借受側の近隣 2000–2004 13.2
12 10 7 引退 耕地が近接 2006– 継続中 6.1
13 23 * 引退 耕作放棄防止 2006– 継続中 16.2
14 30 29 引退 親類の労働力補完 ？– 継続中 —
15 他 32 前貸借の終了 耕地が借受側の近隣 2000–2004 12.4
16 12 14 前貸借の終了 耕作放棄防止 2001– 継続中 6.5
17 不 17 前貸借の終了 親類の労働力補完 2003– 継続中 8.1
18 他 31 前貸借の終了 耕地が借受側の近隣 2005– 継続中 12.4
19 不 17 前貸借の終了 親類の労働力補完 2005– 継続中 3.4
20 26 ** 前貸借の終了 耕作放棄防止 2005– 継続中 4.8
21 9 34 不明 不明 ？–1973 11.0
22 不 18 不明 不明 ？–2004 21.4
23 他 15 不明 不明 1980 以前 –1988 11.8
24 不 19 不明 耕地が借受側の近隣 1987–2002 8.1

貸付世帯および借受世帯の番号は表 2 の世帯番号と対応している．
他：近隣の他集落に居住する所有者
不：遠隔地に居住する不在地主
* ：農業集落 B の農家
** ：村おこし施設の取組み
貸付の契機で，同一耕地で複数回貸借が行われた場合には「前貸借の終了」と表記した．

（聞取りにより作成）．
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しかし，高齢化の進んだ限界集落において今後耕

作放棄地の形成を防止するためには，機械作業や耕

地の管理などについても集落全体での協力関係を構

築していくことが重要になる．その際には，類型Ⅳ

の世帯が中心となって，安定した経営を行いながら

も貸借を行っていない類型Ⅰの世帯も参加し，集落

全体で耕地管理を考えていくことが必要となるであ

ろう．耕地貸借の活発化に見られるように，住民の

意識にも変化が生じている．今後はこのような動き

を積極的に支援する農業政策の実施が不可欠である

といえる．そこで以下では，直接支払制度の実施状

況を検討する．

2．直接支払制度の実施状況

対象地域においては X 地区全体で一つの集落とし

て制度の申請を行い，個別の活動を各集落単位で

行っていた 19）．A 集落では，集落内で農用地区域

の指定を受けている耕地のうち，申請の段階で耕作

が行われていたものが対象農用地となっていた（図

4）．具体的な支払いの使途としては，水路の整備，

鳥獣害防止のための電気柵の設置などが挙げられる．

図 4 に示した対象農用地を囲むように電気柵が設置

されており，水路の整備も行われたことで，耕作条

件の向上につながっていた．

一方で，対象農用地の指定などにおける課題も存

在していた．集落の北部ではまとまった耕地群が指

定されているのに対し，南部においては虫食い状の

指定になっている．これは，制度が開始された段階

ですでに耕作が放棄されていた耕地が多かったため

である．対象集落においては，制度の実施を契機と

した復田は行われず，継続して耕作を行っていた農

家のみが参加していた．さらに，耕作を継続してい

ながら指定を受けられなかった耕地も存在した．た

とえば，集落の東部で営農を行う世帯 1，世帯 2，

世帯 3 は，所有耕地が農用地区域外であったために

協定に参加できなかった．農用地として指定を受け

れば制度の適用は可能であるものの，現在でもその

ような申請は行わず，耕作を継続していた 20）．

IV 考　　察

1．耕作放棄地の形成と時代背景

以上で明らかにした耕作放棄地の拡大と時代背景

との関わりをまとめると図 6 のようになる．耕作放

棄地の拡大は，日本の社会変化を背景としながら，

地域的な特色を反映しつつ進行していた．第 1 期に

おいて，各世帯は機械化の浸透と生産調整への対応

として条件のよい耕地に作付けを集約し，結果とし

て耕作地の分布範囲は狭まった．これは農業経営上

の合理的な選択であったため，全耕作の放棄にはつ

ながらなかった．その際，放棄した耕地の多くが植

林に適した立地条件であったため，耕作放棄地の拡

大が防止されたと考えられる．耕地跡への植林によ

る水源涵養機能の増進なども報告されており（篠宮

ほか 2004），公益的機能の発揮という点からも有効

な選択がとられたといえる．この時期には転作も行

われ，耕作放棄の防止にある程度の役割を果たした

ものの，全体の耕地に対する割合としてはそれほど

多くはなかった．

ここで，集落の年齢構成に注目すると（図 2），

1990 年の段階では生産年齢人口が 59% を占めてい

た．そのため，耕作を継続するための労働力は不足

しておらず，耕作放棄地の拡大は発生しなかったと

考えられる．このように第 1 期は，人口流出を経験

しながらも残存した労働力によって耕作が継続し，

生産調整政策と機械化の進行という外的要因によっ

て農業経営の合理化が行われた時期であるとまとめ

ることができる．

これに対して第 2 期は，主たる農業従事者の引退

によって急速に耕作放棄地が拡大しながらも，耕作

継続の努力が世帯レベルで見られるようになった時

期であるとまとめることができる．引退は営農主体

の内的な問題であるためその影響も大きく，多くの



農家は類型Ⅲのように全耕作を放棄，または類型Ⅱ

のように小規模経営への転換をせざるを得なかった．

しかし，一方で世帯間の援農と耕地の貸借は増加し，

耕作放棄地拡大の防止に貢献していた．貸借の理由

として耕作放棄地防止や親類の労働力補完を挙げて

いた世帯が多く，地域全体が耕作継続のための努力

に前向きであることがうかがえる．ここで重要とな

るのは，貸借が実現するのは借受側にとって条件の

よい耕地を他の農家が放棄した場合にほぼ限定され

ることである．調査時点までの段階では，類型Ⅳの

農家は自身の労働力配分に余裕があるときのみ耕地

を借り受けており，兼業などの都合で貸借が終了す

る場合もあった．これは個別の世帯間での貸借にお

ける限界を示しているといえる．

2．限界集落における農業の課題

以上の議論から，中山間地域における限界集落化

の進行が，耕作放棄地の拡大に大きな影響を与えた

ことが理解できる．まず，高齢化の進行が主たる農

業従事者の引退を招き，耕作放棄地形成の契機と

なった．その際に，農業を引き継ぐ若い世代が不在

であったため，多くの世帯は類型Ⅲのように完全な

放棄に至ったと考えられる．また，貸借が大規模に

行われていない点については，借り受ける若い農家

の少なさがその要因として指摘でき，耕地の管理が

共同で行われない点についても，集落で中核となる

農家の不在に起因するところが大きい．したがって，

限界集落化した地域においては，いかにして共同で

の耕地管理を実現するかが今後の農業の継続を大き

く左右するといえる．

さらに，中山間地域の農業が持続するためには直

接支払制度が有効に機能し継続されることが重要で

ある．耕作条件の向上などの成果は得られていたも

のの，対象耕地の指定においては課題も残されてい

る．より適切な運用のためには，まず集落が一体と

なって耕地の管理を行い，虫食い状の指定を解消す
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図 6 耕作放棄地拡大と時代背景との関わり．
図中の I ・ II ・ III ・ IV は，図 5 に示した農家の類型を示す．

Fig. 6 Relation between expansion of abandoned cultivated land and its time background



ることが必要となる．復田まで至らなくとも，草刈

りなどの共同作業で地域の景観を維持していくこと

が重要である．所有者が耕作を行えない場合，他の

農家が代理で耕作できれば，集落全体での指定が可

能となる．しかし，対象地域ではそれが可能なほど

十分な労働力が確保できていなかった．これは限界

集落化の影響が大きいと考えてよいであろう．

指定基準についていえば，優良農地の確保を意図

したはずの農用地区域指定が，直接支払いからの農

家の除外につながってしまったことは問題である．

農業の安定した継続のためには，現地の農業の実情

を十分に踏まえた政策が展開されることが望まれる．

これに関連して，農業政策に対する農家の理解が不

十分であることも課題である．対象地域の農家は政

策に対して基本的に受身であったが，これは若い世

代の少ない限界集落において特徴的な傾向であると

いえよう．

V お わ り に

本稿では，中山間地域の限界集落における耕作放

棄地の拡大とその要因について，各農家の農業経営

における意思決定に注目し，背景となる社会変化と

の関わりを踏まえて検討した．

その結果，まず調査地域における土地利用の変化

は二つの時期に分けることができた．第 1 期におい

ては，生産調整と農業の近代化という背景のもとで，

各農家で経営の合理化が進み，その際に放棄された

耕地には植林された場合が多かった．そのため，第

1 期においては耕作放棄地の拡大はある程度抑制さ

れていた．これに対して第 2 期においては，多くの

農家で主たる農業従事者の引退にともなう労働力の

変化が生じていた．

第 2 期における経営選択に注目すると，農家は四

つに類型化することができた．類型Ⅰは徐々に稲の

作付面積を縮小しつつ耕作を継続した世帯，類型Ⅱ

は主たる農業従事者の引退を契機に経営規模を大幅

に縮小した世帯，類型Ⅲは主たる農業従事者の引退

を契機にすべての稲の作付けを放棄した世帯，類型

Ⅳは他の世帯の耕地を借り受けて耕作を行った世帯

である．第 2 期では類型Ⅲのように引退が直接耕作

放棄と結びつく場合が多く，限界集落化が農家の意

思決定を大きく左右していたといえる．類型Ⅳのよ

うな農家により耕作放棄が防止される場合もあった

ものの，個別の世帯間での貸借であるため限界が見

られた．これは，限界集落化によって集落全体の耕

作継続も阻害されていた状況を示している．直接支

払制度は，対象地域における農業の持続において，

耕作条件の向上などの役割を果たしていた．しかし，

地域全体の耕作継続のためには，指定基準を含めた

見直しが必要であるということも明らかとなった．

以上のように，本稿は耕作放棄地の拡大と限界集

落化との関係性について明らかにするという問題意

識のもとに議論を進めた．その結果，個別世帯の対

応および集落全体の共同作業の両面で，限界集落化

が農業の継続に与えた影響を明らかにすることがで

きたと考える．限界集落化した中山間地域の農村に

おいては，農業の継続において多くの課題が残され

ており，特に耕地利用の共同化などの進め方につい

て検討する必要があろう．ただし本稿の対象地域の

ような山間部集落では，平地のように大規模な集落

営農が容易ではない．傾斜地が多いという地形的条

件と，高齢化という人的条件とを踏まえて，どのよ

うな農業の継続が可能であるか検討していかなけれ

ばならない．一方，本稿で明らかになった耕作放棄

地形成のメカニズムがどの範囲で一般化できるもの

であるかについても，改めて検討する必要があろう．

これらの点については今後の研究課題としたい．

本稿は，2007 年度に九州大学文学部に提出した卒業

論文に加筆・修正したものであり，その骨子は 2008 年 6

月の地理科学学会春季学術大会（広島大学）および 2008

年 10 月 の Korea-China-Japan Joint Conference On

Geography（清州大学）において発表した．終始御指導
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を賜った九州大学の高木彰彦先生をはじめ，有益な御助

言をいただいた九州大学の先生方と院生諸氏，東京大学

の梶田真先生に厚く御礼申し上げます．また，調査に御

協力いただいた対象地域の皆様，水俣市農林水産課の皆

様にも，記して感謝の意を表します．

（投稿　2009 年 2 月 7 日）

（受理　2009 年 5 月 9 日）

注

1) 坂本（2008）の新聞記事データベースを用いた調査に

よれば，限界集落という単語が使用された新聞記事数は，

2005 年までは一桁であったが，2006 年には 33 件，2007

年には 274 件と急速に増加した．

2) たとえば，この用語の提唱者である大野は，山村の詳

細な現地調査に基づいてその実態を明らかにしている（大

野，2005）．

3) この制度は 1999 年に施行された食料・農業・農村基本

法に基づいて，中山間地域等における多面的機能を確保

することを目的としたものである．特定農山村法，過疎

法等で指定を受けた市町村において，農用地区域内で傾

斜条件等を満たした 1 ha 以上の団地を対象としている．

集落協定を締結することが条件となっており，耕作の継

続と集落での共同作業等に対して補償金が支払われる．

4) 森本は，耕作放棄地面積と不作付地面積とを合計した

ものを不耕作農地面積と定義した．

5) 森本（2003）は不耕作農地に関する研究を，①過疎地

域や山間地域における不耕作農地を扱った研究，②都市

周辺における不耕作農地を扱った研究，③集約的農業地

域の形成過程で生じる不耕作農地の存在を指摘した研究，

④広域的スケールにおける不耕作農地形成の地域差の解

明を課題とした研究の四つに分類した．

6) 高田（2007）は，名称としてはセンサスと同様に「耕

作放棄地」を用い，現地での観察や農家の聞取り調査の

結果からその判断を行った．本稿も同様の判断方法を適

用した．

7) 農家戸数の少なさから，個別農家の特定を避けるため

本稿では対象地域およびそれを含む地区を匿名とした．

8) 世帯 7 は，調査時点では近隣の集落に居住していたが，

対象地域における耕作を継続しているため調査対象とし

た．世帯 4 · 12 · 27 · 30 は不在村世帯ではあるものの，以

前は集落内で耕作を行っており，他世帯への聞取りなど

によってその状況を把握し得たため対象とした．一方，

対象集落内に居住しているが集落内に耕地を所有してい

ない 2 世帯は調査対象から除外した．

9) 土地利用の調査に使用した水俣市の都市計画図は 1974

年に作成されたもので，その時点での 875 の田の区画が

描画されている．転用については，植林以外は駐車場，

住居，納骨堂への転用が 1 例ずつ見られただけであった．

10) 対象集落における転作には，自給的な畑への転換や，

梅や栗等の果樹園への転換なども見られた．本稿ではこ

れらをまとめて表示した．

11) 植林が行われた耕地には，日当（ヒアテ），日平（ヒ

ビラ）といった名称がつけられているものもあり，それ

らは日照などに関しては好条件であったそうである．

12) 稲の作付けが継続されている場合については，田の所

有者自身による耕作と，貸借による代理耕作とに分類し

た．また，現地観察により，耕作放棄地についても管理

の有無によって「自己保全・休耕地」と「原野化」に区

分した．

13) 世帯 6 の場合，A 集落内の数世帯が分担して耕作を支

援し，世帯 6 の自家消費分のコメを収穫した．

14) 第一世代の女性は現在でも稲作以外の農業経営を小規

模ながら行っている場合が多かった．

15) 世帯 2 の男性は，それまで営農していた兄が死亡した

際に帰郷し，農業経営を引き継いだ．現在は，農繁期に

他の親類が一時的に帰郷し，営農を支援している．世帯

8 では 1980 年代初めに第一世代男性が病気で引退した．

その後は，他出した世帯員や親類の世帯 9 などに機械作

業を支援してもらいながら営農を継続している．

16) 聞取りにおいて耕地の貸付けについて語る際に，貸付

世帯は「作ってもらう」という表現をする場合が多かっ

た．

17) この農家は，一度他出したのちに X 地区に U ターン

し，休日を利用して農業を行っている．不在となってい

た世帯 26 と知人関係で，耕作放棄地となっていた世帯

26 の土地を借り受ける約束を取り付けた．他にも集落内

の耕作放棄地で畑への転作や農道の草刈り作業を行って

いる．

18) この施設は，他にも山林と耕地の保全に寄与する取組

みを実施している．詳しくは沢畑（2005）を参照．

19) X 地区の対象農用地はすべて田の急傾斜地で，主作目

は水稲である．X 地区全体での指定であるため，参加農

家数は 46 戸と市内でも大規模な協定となっている．2005

年からの第 2 期直接支払いでは，すべての支払いが 8 割

単価に切り換わっている．

20) 農家 1 は，制度の導入時に自身の耕地が対象でないこ

とを知り，申請をすれば支払いを受けられる可能性があ

ることについては調査時にも知らないという状況であっ

た．
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Expansion of Abandoned Cultivated Land and Related Factors in 

a Marginal Hamlet in Minamata, Kumamoto Prefecture

TERATOKO Yukio (Graduate student, Kyushu University)

This study examined the expansion of abandoned cultivated land and factors related to that expansion in a

marginal hamlet in hilly and mountainous areas by focusing on the farmers’ decision making in agricultural

management, with social changes in Japan as the background. At the same time, the effectiveness of direct

payment for hilly and mountainous areas is examined. In view of the changes in agricultural management and

land use, agricultural trends in the study area are divided into two periods. In the first period to the end of the

1980s, tree planting was conducted due to the rice production adjustment and mechanization of agriculture. In

the second period from the 1990s, the retirement of principal farmers from agriculture increased and

accelerated the expansion of cultivation abandonment. Although borrowing and lending of cultivated land

increased in this period, they were not sufficient to prevent cultivation abandonment. The direct payment plays

a certain role in sustaining agriculture. However, it has room for improvement in the area designation.

Key words: abandoned cultivated land, hilly and mountainous areas, marginal hamlet, direct payment for

hilly and mountainous areas, farmers’ decision making, Minamata city


